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第１ 審査の概要 

 

１ 審査の対象 

平成２７年度京丹後市水道事業会計決算 

平成２７年度京丹後市病院事業会計決算 

上記各会計決算附属書類 

 

２ 審査の期間 

平成２８年７月１日から平成２８年８月２２日 

 

３ 審査の方法 

審査にあたっては、市長から提出された各事業会計の決算書及び附属書類が、地方

公営企業法及び関係法令に準拠して作成され、計数が正確であるか、各事業の経営成

績並びに財政状態が適正に表示されているかを確認するため、関係諸帳簿と照合した

ほか、関係職員から説明を聴取して実施した。 

 

 

第２ 審査の結果 

 

審査に付された各事業会計決算書及び附属書類は、地方公営企業法及び関係法令に

準拠して作成されており、これらに記載された計数は正確で、経営成績及び財政状態

を適正に表示していると認められた。 

審査の結果の詳細は、以下のとおりである。 

なお、文中及び表中の数値は、四捨五入を基本として表示しているため、合計等の

数値が一致しない場合がある。 
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１ 水道事業 

 

(1)  事業の概況 

事業の概要は、別表 1のとおりである。 

給水件数は 13,441 件で、前年度に比べて 13 件増加しているが、給水人口は 360 人

減少して 30,383 人となっている。 

年間総配水量は 4,434,649 ㎥で、前年度に比べて 198,289 ㎥の増加となっており、

年間総有収水量も 3,335,659 ㎥と 12,729 ㎥の増加となっている。  

有効率は 77.05％、有収率は 75.22％で、前年度に比べ共に有効率は 3.30 ポイント、

有収率は 3.22 ポイント下がっている。 

年間総有収水量は、平成 28年 1月の記録的な寒波による宅内水道管の破裂により、

僅かに増加となったものの、給水人口が年々減っていくなか減少傾向である。 

給水人口の減少及び社会経済情勢や生活様式の変化に伴う市民の節水意識の向上

などによる水需要の変動については、引き続き注視していかねばならない。 

   管路の状況は、次のとおりである。 

（単位：km、％）    

区   分 平成 27 年度 平成 26 年度 平成 25 年度 

管路総延長 357.1  354.3   353.1   

 石綿管総延長 7.5  7.8   8.5   

石綿管布設率 2.1  2.2   2.4   

管路総延長 357.1 ㎞のうち、石綿管が 7.5 ㎞(2.1％)で 0.3km の改善が図られてい

るが、有収率の向上を図るうえからも、引き続き老朽管の布設替等が必要である。 

 

(2)  予算執行状況（税込） 

ア 収益的収入及び支出 

収益的収入の予算執行状況は、次のとおりである。 

（別表 2、決算書 P1,P2 参照）                             （単位：千円、％） 

区 分 予算額 決算額 増減額 収入率 

水道事業収益 691,423  725,440  34,017  104.9  

営 業 収 益 665,358  673,383  8,025  101.2  

営業外収益 26,065  52,057  25,992  199.7  

収益的収入である水道事業収益は、予算額 6 億 9,142 万 3 千円に対して決算額 7

億 2,544 万円で、収入率は 104.9％となっている。これは予算額を、給水収益が 788

万 1 千円、長期前受金戻入が 2,158 万 1 千円上回ったことなどによるものである。 
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収益的支出の予算執行状況は、次のとおりである。 

（別表 2、決算書 P1,P2 参照）                             （単位：千円、％） 

区 分 予算額 決算額 不用額 執行率 

水道事業費用 793,997  761,715  32,282  95.9  

営 業 費 用 697,318  675,396  21,922  96.9  

営業外費用 96,179  86,319  9,860  89.7  

特 別 損 失 0  0  0  - 

予 備 費 500  0  500  0.0  

収益的支出である水道事業費用は、予算額 7 億 9,399 万 7 千円に対して決算額 7

億 6,171 万 5千円で、執行率は 95.9％である。不用額の主なものは、営業費用で原

水及び浄水費 1,348 万 9 千円、資産減耗費 374 万 1 千円、配水及び給水費 274 万 7

千円、営業外費用で支払利息及び企業債取扱諸費 674 万 8千円、消費税及び地方消

費税 265 万 2千円となっている。 

 

イ 資本的収入及び支出 

資本的収入の予算執行状況は、次のとおりである。 

（別表 3、決算書 P3,P4 参照）               （単位：千円、％） 

区 分 予算額 決算額 増減額 収入率 

資本的収入 209,142  65,895  △143,247  31.5  

加 入 金 6,720  6,773  53  100.8  

企 業 債 97,400  25,900  △71,500  26.6  

補 助 金 7,622  7,622  0  100.0  

出 資 金 97,400  25,600  △71,800  26.3  

資本的収入は、予算額 2億 914 万 2千円に対して決算額 6,589 万 5千円で、収入

率は 31.5％となっている。これは、翌年度繰越額に係る財源充当額として 1億 3,000

万円を要することなどによるものである。 

資本的支出の予算執行状況は、次のとおりである。 

（別表 3、決算書 P3,P4 参照）                             （単位：千円、％） 

区 分 予算額 決算額 翌年度繰越額 不用額 執行率 

資本的支出 578,368  304,045  228,444  45,879  52.6  

建設改良費 424,998  161,059  228,444  35,495  37.9  

企業債償還金 153,370  142,986  0  10,384  93.2  

資本的支出は、予算額 5 億 7,836 万 8 千円に対して決算額 3 億 404 万 5 千円で、
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翌年度に2億2,844万 4千円を繰り越し、執行率は52.6％となった。主な不用額は、

建設改良事業費 3,425 万 5千円となっている。 

主な施設整備の状況は、次のとおりである。（決算書 P17 参照） 

（単位：千円） 

区   分 内     容 金 額 

建 設 改 良 

（500 万円 

以上） 

導水施設 中野浄水場導水管布設替工事 46,927 

配水施設 

善王寺地区管渠布設工事その 2（水道単独分） 9,324 

善王寺地区管渠布設工事その 3（水道単独分） 11,223 

善王寺地区管渠布設工事その 4（水道単独分） 14,011 

長岡地区管渠布設工事その 12（水道単独分） 15,520 

府道網野峰山線菅橋配水管橋梁添架工事 9,301 

国道 482 号大山地内配水管新設工事 19,937 

これらの工事をはじめとして、安全で安心な水道水の安定供給を図るために、中

野浄水場関連の改良工事や老朽管の更新工事、下水道整備に伴う配水管の布設替工

事などが実施されている。次年度以降についても、将来を見通した的確な財務分析

による計画的かつ効率的な事業推進を期待するものである。また、災害対策や緊急

時の危機管理等の強化といった点にも留意して、水道事業の担う役割を果たしてい

ただきたい。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額 2億 3,815 万円は、当年度分消

費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,142 万 9千円、過年度分損益勘定留保資金

2億 2,672 万 1 千円で補填をしている。（別表 3-(3)参照） 

 

(3)  経営成績（税抜） 

損益計算書による経営成績は、次のとおりである。（別表 4参照） 

（単位：千円、％） 

区 分 平成 27年度 平成 26年度 平成 25年度 平成 24年度 平成 23年度 

総 収 益 (A) 675,657 618,910 585,289 592,601 600,216 

総 費 用 (B) 724,583 738,934 674,100 758,317 625,226 

純 損 益 △48,926 △120,024 △88,811 △165,716 △25,010 

比 率 (A)/(B) 93.2 83.8 86.8 78.1 96.0 

総収益 6億 7,565 万 7千円に対して総費用は7億 2,458万 3千円で、差し引き 4,892

万 6千円の純損失となっている。この結果、前年度繰越利益剰余金 4億 5,618 万 1 千
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円と差し引きし、当年度末未処分利益剰余金は 4億 725 万 5 千円と減少した。 

総収益は、営業収益の給水収益（水道使用料）が、平成 27 年 4 月分からの料金改

定もあり 4,307 万円、営業外収益の長期前受金戻入が 1,024 万 2千円増加したことな

どにより、前年度に比べて 5,674 万 7 千円（9.2％）増加した。 

総費用は、営業費用で 2,427 万 1 千円の増加、特別損失で 3,589 万 4 千円、営業外

費用で 272 万 8 千円の減少により、前年度に比べて 1,435 万 1 千円（△1.9％）の減

少となったが、営業費用に占める減価償却費の割合が高いため、経常収支は 5年連続

で赤字となった。 

 

有収水量 1㎥当りの供給単価及び給水原価は、次のとおりである。 

（別表 1参照）                         （単位：円） 

区 分 平成 27年度 平成 26年度 平成 25年度 平成 24年度 平成 23年度 

供給単価 ① 184.41  172.15  171.88  171.97  171.90  

給水原価 ②  204.09   201.47   199.94   188.02   181.99  

利益 ①－② △19.68  △29.32  △28.06  △16.05  △10.09  

供給単価は前年度に比べて 12 円 26 銭、給水原価は 2 円 62 銭高くなっている。そ

の結果、有収水量 1 ㎥当りの赤字額は前年度に比べて 9 円 64 銭減少し 19 円 68 銭と

なった。これは料金改定により料金単価が上がったことによるものであるが、給水人

口の減少とともに、節水意識の向上、節水型家電製品の普及などにより水需要の増加

が見込めないことや、施設整備等で減価償却費が膨らみ続ける傾向から、慢性的な赤

字経営体質であることを意味する。 

また、総収支比率は、別表 5のとおり 93.2％と 6年連続の純損失となり、経常収支

比率も 93.2％で 5年連続単年度赤字となる結果であった。 

 

(4)  財政状態（税抜） 

貸借対照表による財政状態は、次のとおりである。（別表 6～9参照） 

（単位：千円） 

区  分 平成 27 年度 平成 26 年度 平成 25 年度 

資

産 

固 定 資 産 6,390,093 6,563,401 7,139,106 

流 動 資 産 1,248,225 1,202,610 1,165,697 

計 7,638,318 7,766,011 8,304,803 

負

債 

固 定 負 債 2,940,023 3,064,104 130,717 

流 動 負 債 251,853 225,218 70,322 

繰 延 収 益 811,229 818,149 - 

計 4,003,105 4,107,471 201,039 
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資

本 

資 本 金 2,702,502 2,676,902 5,854,538 

剰 余 金 932,711 981,638 2,249,226 

計 3,635,213 3,658,540 8,103,764 

負債資本合計 7,638,318 7,766,011 8,304,803 

資産の総額は76億3,831万8千円で、前年度に比べて1億2,769万3千円（△1.6％）

減少している。固定資産の減少は、設備投資が少なかったことによるもので、流動資

産の増加は現金預金と工事前払金の増によるものである。 

流動資産である水道料金の未収金の状況は、次のとおりである。（別表 10 参照） 

平成 28年 3月 31 日現在                         （単位：千円、件） 

区  分 
平成 27 年度 平成 26 年度 平成 25 年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

未 収 金 27,529 99,630 28,779 98,394 29,915 101,608 

不 納 欠 損 955 3,103 1,181 6,457 786 3,090 

 債 権 放 棄 821 2,115 764 2,990 391 1.997 

 債 権 消 滅 134 988 417 3,467 395 1,093 

未収金の総額は 9,963 万円で、前年度に比べて 123 万 6 千円（件数△1,250 件）増

加している。未収金対策については、「給水停止」を実施した積極的な徴収や京丹後

市債権の管理に関する条例に基づき、債権放棄 821 件、211 万 5 千円と債権消滅 134

件、98 万 8 千円の不納欠損処理を行ったが、依然として多額の未収金が残っており、

その回収は、利用者の負担の公平性の確保と経営の健全化を推し進める観点からも極

めて重要である。滞納整理については、今後も簡易水道分と合わせて、法的措置を含

めた債権確保の検討や「給水停止」等の措置を行うなど、積極的な対応を求めるもの

である。 

負債の総額は別表 7 のとおり 40 億 310 万 5 千円で、前年度に比べて 1 億 436 万 6

千円減少している。固定負債の減少は、企業債 1億 2,408 万 1千円の減によるもので

あり、流動負債の増加は、一時借入金が 460 万円、前受金が 449 万 9 千円の減少とな

ったものの、未払金が 2,772 万 4 千円、企業債が 699 万 4千円の増加となったことに

よるものである。 

資本の総額は 36億 3,521 万 3 千円（別表 9）で、前年度に比べて 2,332 万 7千円（△

0.6％）減少している。資本金の減少は、自己資本金が 2,560 万円増加（別表 8）とな

ったものの、利益剰余金が 4,892 万 6 千円減少（別表 9）したことによるものである。 
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企業債の状況は、次のとおりである。 

（決算書 P20,P26 参照）                                （単位：千円） 

平成 26 年度末

残高 

平成 27 年度 平成 27 年度末

残高 

平成 27 年度 

支払利息 発行額 償還額 

3,190,746 21,300 142,986 3,069,060 64,931 

企業債残高は 30 億 6,906 万円で、前年度に比べて 1 億 2,168 万 6 千円（△3.8％）

減少している。企業債利息は 6,493 万 1 千円で、営業収益（税抜）6 億 2,404 万 8 千

円に占める割合は 10.4％と、前年度に比べて 1.2 ポイント減少している。 

 

(5)  むすび 

平成 27 年度の水道事業会計の経営成績は事業収益 6 億 7,565 万 7 千円に対して事

業費用 7 億 2,458 万 3 千円で、差し引き△4,892 万 6 千円で 6 年連続の当期純損失と

なっている。また、特別損失を除いた経常収支についても、平成 27 年 4 月からの料

金改定により赤字額は減少したものの、5 年連続の赤字となっており、事業の経営は

引き続き厳しい状況である。 

水道事業の経営について、収益面では少子高齢化及び人口減少社会の進行による給

水人口の減少、節水型家電製品の普及、節水意識の向上などにより水需要の増加が見

込めない状況のなか、費用面では基幹施設である中野浄水場の更新事業が計画されて

おり、今後も減価償却費が増加することが見込まれ、ますます厳しいものとなること

が予想されるが、予定されている簡易水道事業との経営統合により、効率的な事業運

営と管理体制の構築を図り、将来にわたって水道事業の健全な運営が確保できるよう

原価計算に基づき料金体系の見直しや維持管理経費等の更なる削減を図るなど一層

の努力が必要である。 

次に、水道料金について、平成 27 年度末の未収金の額は 9,963 万円と前年度より

123 万 6 千円の増加となっており、水道事業の経営にとって憂慮すべき事態となって

いる。（平成 28年 5月末現在は 5,049 万 3千円で前年度より 373 万 3 千円減少）徴収

の見込めない不良債権については、京丹後市債権の管理に関する条例に基づき適正に

不納欠損を行っているが、なお、相当額の未収金額となっており、簡易水道事業との

経営統合を控えているなか、徴収しなければならない債権については、利用者負担の

公平性の確保と経営の健全化を図る観点から、債権管理の適正を期するとともに、新

たな未納者を発生させない早期徴収体制の強化を講じるなど、より積極的な未収金対

策を講じることが必要である。 

京丹後市の水道事業が、今後とも経営基盤の確立や効率的な運営に一層努められる

とともに、より安全で良質な水道水の安定供給を図り、水道利用者へのサービスの向

上と、公共福祉の増進に寄与されることを期待するものである。 
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２ 病院事業 

 

(1) 事業の概況 

事業の概要は、別表 11 のとおりである。 

一般病床と療養病床を合わせた入院患者数は、弥栄病院で延 59,616 人（１日平均

162.9 人）、久美浜病院で延 56,372 人（同 154.0 人）となり、前年度に比べて弥栄病

院が 467 人（同△1.7 人）の減少、久美浜病院が 1,254 人（同 3.0 人）の増加となっ

た。 

外来患者数は、弥栄病院で延101,275人（１日平均416.8人）、久美浜病院で延84,719

人（同 348.6 人）となり、前年度に比べて弥栄病院は 1,420 人（同△4.1 人）の減少、

久美浜病院は 6,272 人（同 27.1 人）の増加となった。 

病床利用率では、弥栄病院は、前年度に比べて 0.9 ポイント下げ 81.4％に、久美浜

病院は 1.8 ポイント上げて 90.6％の結果となった。 

 

ア 入院患者の状況 

入院患者の状況は、別表 12、別表 15 及び別表 16のとおりである。 

一般病床においては、弥栄病院では、内科、眼科、産婦人科で患者数が増加とな

ったが、整形外科、人工透析科で減少となり、延患者数は 43,563 人と、前年度よ

り 924 人の減となっている。また、久美浜病院では、内科、外科、眼科で患者数が

減少となったが、整形外科、小児科、泌尿器科、歯科口腔外科で増加となり、延患

者数は 35,628 人で、前年度より 1,321 人の増となった。 

療養病床においては、弥栄病院では延患者数が 16,053 人で前年度より 457 人の

増、久美浜病院では 20,744 人と前年度より 67 人の減となった。 

施設の利用状況を表す病床利用率は、別表 18 のとおりである。 

弥栄病院の一般病床の利用率は 78.3％で、前年度より 1.9 ポイントの減となり、

療養病床では 91.4％で 2.4 ポイントの増となった。久美浜病院では、一般病床は

88.5％で3.1ポイント増となり、療養病床では94.5％と0.5ポイントの減となった。 

 

イ 外来患者の状況 

外来患者の状況は、別表 12及び別表 17のとおりである。 

弥栄病院では、内科、小児科、眼科、精神科などで患者数が増加となったが、整

形外科、産婦人科、耳鼻咽喉科などで減少となり、外来の延患者数は 101,275 人と、

前年度より 1,420 人の減となった。 

久美浜病院では、内科、整形外科、小児科、歯科口腔外科などで患者数が増加し、

延患者数は 84,719 人と、前年度より 6,272 人の増となった。 

なお、開院日は、両病院とも前年度より 1日少ない 243 日であった。 
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ウ 訪問看護事業の状況 

訪問看護事業の状況は、別表 13のとおりである。 

弥栄病院では、訪問実人数は 1,850 人で前年度より 353 人の増、訪問延人数は

7,696 人で前年度より 1,341 人の増と、共に大幅な増加となった。また、久美浜病

院では、訪問実人数は 900 人で前年度より 189 人の増、訪問延人数も 4,573 人と前

年度より 237 人の増となった。弥栄病院では平成 27 年 11 月に丹後庁舎内に病院 2

つ目となる訪問看護ステーション「きずな」を開設されたため、このことが大幅な

増加の要因のひとつと考えられる。 

高齢化や核家族化の進行する中、在宅医療の充実や生活の安定のために大切な事

業であるので、今後も効率的な運営を望むものである。 

 

エ 通所リハビリテーション事業の状況 

通所リハビリテーション事業の状況は、別表 14 のとおりである。 

平成 19 年度から久美浜病院で実施されている事業であり、通所実人数は 616 人

で 11 人の減となった。また、通所延人数も 4,126 人と前年度より 133 人の減とな

った。 

 

(2) 予算執行状況（税込） 

  ア 収益的収入及び支出 

収益的収入の予算執行状況は、次のとおりである。 

（決算書 P1,P2 及び別表 21参照）                       （単位：千円、％） 

区   分 予算額 決算額 増減額 収入率 

弥栄病院事業収益 4,243,430  4,028,466  △214,964  94.9  

 医業収益 3,678,587  3,436,369  △242,218  93.4  

 医業外収益 472,537  502,953  30,416  106.4  

 訪問看護事業収益 72,214  74,631  2,417  103.4  

  特別利益 20,092  14,513  △5,579  72.2  

久美浜病院事業収益 2,905,055  2,711,719  △193,336  93.3  

 医業収益 2,356,364  2,146,703  △209,661  91.1  

 医業外収益 427,209  447,466  20,257  104.7  

 訪問看護事業収益 38,703  39,835  1,132  102.9  

 通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ事業収益 45,500  43,442  △2,058  95.5  

 特別利益 37,279  34,273  △3,006  91.9  

合  計 7,148,485  6,740,185  △408,300  94.3  

収益的収入である病院事業収益は、予算額 71 億 4,848 万 5 千円に対して決算額
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67 億 4,018 万 5千円で、収入率は 94.3％となっている。 

医業収益では、外来収入及び入院収入が両病院とも前年度と比較して伸びており、

両病院を合計した増収額は前年度に比べ 1 億 1,710 万 4 千円（弥栄病院 5,681 万 5

千円の増、久美浜病院 6,028 万 9 千円の増）であった。 

訪問看護事業収益も両病院とも前年度と比較して伸びており、両病院合計で

1,116 万 4 千円（弥栄病院 853 万円の増、久美浜病院 263 万 4千円の増）となった。 

収益的支出の予算執行状況は、次のとおりである。 

（決算書 P3,P4 及び別表 21参照）                       （単位：千円、％） 

区   分 予算額 決算額 不用額 執行率 

弥栄病院事業費用 4,243,430 3,881,394 362,036 91.5  

 医業費用 3,963,644 3,781,042 182,602 95.4  

 医業外費用 38,669 37,547 1,122 97.1  

 訪問看護事業費用 63,934 61,786 2,148 96.6  

 特別損失 1,019 1,019 0 100.0  

 予備費 176,164 0 176,164 0.0  

久美浜病院事業費用 2,905,055 2,680,347 224,708 92.3  

 医業費用 2,704,996 2,548,855 156,141 94.2  

 医業外費用 62,762 61,557 1,205 98.1  

 訪問看護事業費用 42,099 38,785 3,314 92.1  

 通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ事業費用 30,838 28,921 1,917 93.8  

 特別損失 2,229 2,229 0 100.00  

 予備費 62,131 0 62,131 0.00  

合   計 7,148,485  6,561,741  586,744  91.8  

収益的支出である病院事業費用は、予算額 71 億 4,848 万 5 千円に対して決算額

65 億 6,174 万 1 千円で、執行率は 91.8％となっている。不用額は総額 5 億 8,674

万 4千円で、その大半は、医業費用における給与費、材料費及び経費等である。 

 

  イ 資本的収入及び支出 

資本的収入の予算執行状況は、次のとおりである。 

（決算書 P5,P6 及び別表 22参照）                          （単位：千円、％） 

区   分 予算額 決算額 増減額 収入率 

弥栄病院資本的収入 475,222  382,122  △93,100  80.4  

 企業債 353,400  260,300  △93,100  73.7  

 他会計負担金 116,035  116,035  0  100.0  

 補助金 4,362  4,362  0  100.0  
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長期貸付金返還金 1,425  1,425  0  100.0  

久美浜病院資本的収入 272,170  272,170  0  100.0  

 企業債 126,200  126,200  0  100.0  

 他会計負担金 122,801  122,801  0  100.0  

 補助金 21,744  21,744  0  100.0  

  長期貸付金返還金 1,425  1,425  0  100.0  

合   計 747,392  654,292  △93,100  87.5  

資本的収入は、予算額7億4,739万 2千円に対して決算額6億5,429万 2千円で、

収入率は 87.5％となっている。 

資本的支出の予算執行状況は、次のとおりである。 

（決算書 P7,P8 及び別表 22参照）                           （単位：千円、％） 

区   分 予算額 決算額 翌年度繰越額 不用額 執行率 

弥栄病院資本的支出 710,697 617,449 85,266 7,982 98.9 

 建設改良費 392,989 299,742 85,266 7,981 98.0 

 企業債償還金 313,808 313,807 0 1 100.0 

 長期貸付金 3,900 3,900 0 0 100.0 

久美浜病院資本的支出 411,282 408,579 0 2,703 99.3 

 建設改良費 154,959 152,258 0 2,701 98.3 

 企業債償還金 252,573 252,571 0 2 100.0 

 長期貸付金 3,750 3,750 0 0 100.0 

合   計 1,121,979 1,026,028 85,266 10,685 99.0 

資本的支出は、予算額11億 2,197万 9千円に対して決算額10億2,602万 8千円、

翌年度繰越額は 8,526 万 6千円で、執行率は 99.0％となっている。 

主な施設設備の状況は、次のとおりである。 

（決算書 P27,P28,P43,P44 参照）              （単位：千円） 

区   分 内    容 金 額 

建設改良 

(５百万円以上） 

弥栄病院 

弥栄病院改築整備基本設計業務 30,780 

弥栄庁舎等解体撤去工事(建築主体工事) 120,767 

弥栄庁舎等解体撤去工事(機械設備工事) 7,087 

久美浜病院 

栄町医師住宅改築工事 71,722 

栄町医師住宅電気設備工事 10,279 

栄町医師住宅機械設備工事 6,513 
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資産購入 

(10 百万円以上) 
弥栄病院 全身用Ｘ線ＣＴ診断装置 99,846 

前年度に引き続き多くの施設設備の整備を行っている。弥栄病院では病院改築整

備事業の実施に先駆け、弥栄庁舎等解体撤去工事が実施され、久美浜病院では医師

住宅の改築工事が実施され医師の居住環境が整備された。医療機器及び医療系シス

テムに関しては1億9,192万 6千円（弥栄病院1億3,510万 8千円、久美浜病院5,681

万 8 千円）の整備を行われた。なかでも、弥栄病院ではＸ線ＣＴ診断装置を最新の

320 列の装置に更新され、多様化する患者ニーズに応え、高度で安全な医療を提供

するための積極的な投資となっている。高額な医療機器や医師住宅の整備、病院改

築整備などの事業に対しては、国や京都府の補助金を活用するなど財源確保の努力

が伺える。患者サービス及び医療の質の向上に有益に活用されたい。 

 

 (3) 経営成績（税抜） 

損益計算書による経営成績は、次のとおりである。 

（決算書 P9,P33,P49 及び別表 23参照）                       （単位：千円、％） 

区 分 
平成 27 年度 平成 26 年度 

計 弥栄病院 久美浜病院 計 弥栄病院 久美浜病院 

総収益 (A) 6,719,743 4,016,989 2,702,754 6,587,193 3,926,387 2,660,806 

総費用 (B) 6,543,092 3,871,920 2,671,172 6,697,146 3,922,240 2,774,906 

純損益 176,651 145,069 31,582 △109,953 4,147 △114,100 

比率(A)/(B) 102.7 103.7 101.2 98.4 100.1 95.9 

総収益 67億 1,974 万 3 千円に対して総費用 65 億 4,309 万 2千円で、差し引き 1億

7,665 万 1 千円の純利益となっている。弥栄病院では、昨年度と比較して純利益額が

1 億 4,092 万 2 千円増加した。久美浜病院では、昨年度まで 2 年連続の純損失となっ

ていたが、今年度は 3,158 万 2千円の純利益となった。この結果、前年度繰越欠損金

23 億 8,941 万円を加え、当年度未処理欠損金（累積欠損金）は、22 億 1,275 万 9 千

円となっている。 

病院別の状況について見ると、弥栄病院では、医業収益は 34億 2,665 万 1 千円で、

前年度に比べて 6,060 万 5千円（1.8％）増加したが、医業費用も 36 億 6,712 万 2千

円と、前年度に比べて 5,471 万円（1.5％）増加し、医業損失は 2 億 4,047 万 1 千円

で前年度と比べ 589 万 5 千円の減となっている。 

この結果、弥栄病院の総収益は 40億 1,698 万 9千円、総費用は 38億 7,192 万円で、

差し引き 1 億 4,506 万 9 千円の純利益となり、当年度未処理欠損金は、6 億 2,466 万

6 千円となっている。 
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次に、久美浜病院では、医業収益は 21億 3,837 万 2 千円で、前年度に比べて 5,935

万 3千円（2.9％）の増となった。一方、医業費用は 24億 9,022 万 7千円と、前年度

に比べて 675 万 9 千円（0.3％）減少しており、医業損失は 3 億 5,185 万 5 千円で前

年度と比べ 6,611 万 2千円の減となっている。 

この結果、久美浜病院の総収益は 27 億 275 万 4千円、総費用は 26 億 7,117 万 2 千

円で、差し引き 3,158 万 2 千円の純利益となり、当年度未処理欠損金は 15 億 8,809

万 3千円となっている。 

 

医業における経営状態を示す比率は、次のとおりである。（別表 20参照） 

（単位：％） 

区   分 
平成 27 年度 平成 26 年度 

 弥栄病院 久美浜病院  弥栄病院 久美浜病院 

経常収支比率 102.0 103.4 100.0 100.6  102.6  97.7  

医業収益対医業費用比率 91.0 93.9 86.9 89.8  93.7  84.2  

経常収支比率は、収益と費用を対比して経営活動の成果を表わすものであり、比率

が大きいほど良好であるが、前年度に比べて 1.4 ポイントの増（弥栄病院 0.8 ポイン

トの増、久美浜病院 2.3 ポイントの増）となった。 

   医業収益対医業費用比率は、医業費用に対する医業収益の比率を表わすものであり、

100％未満は医業収支が赤字であることになる。前年度に比べて 1.2 ポイントの増（弥

栄病院 0.2 ポイントの増、久美浜病院 2.7 ポイントの増）となり、両病院の経営状態

が共に少し改善している結果となった。 
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(4) 財政状態（税抜） 

貸借対照表による財政状態は、次のとおりである。（別表 24～27 参照） 

（単位：千円） 

区 分 
平成 27 年度 平成 26 年度 

 弥栄病院 久美浜病院  弥栄病院 久美浜病院 

資

産 

固定資産 4,828,777 2,620,609 2,208,168 4,826,498 2,571,404 2,255,094 

流動資産 1,260,594 774,507 486,087 1,261,203 783,323 477,880 

計 6,089,371 3,395,116 2,694,255 6,087,701 3,354,727 2,732,974 

負

債 

固定負債 3,193,806 1,293,759 1,900,047 3,235,754 1,256,620 1,979,134 

流動負債 1,369,939 696,356 673,583 1,464,961 803,189 661,772 

繰延収益 953,996 513,102 440,894 995,007 549,588 445,419 

計 5,517,741 2,503,217 3,014,524 5,695,722 2,609,397 3,086,325 

資

本 

資 本 金 496,753 427,953 68,800 496,753 427,953 68,800 

剰 余 金 74,877 463,946 △389,069 △104,774 317,377 △422,151 

計 571,630 891,899 △320,269 391,979 745,330 △353,351 

負債資本合計 6,089,371 3,395,116 2,694,255 6,087,701 3,354,727 2,732,974 

資産の総額は 60億 8,937 万 1 千円で、前年度に比べて 167 万円（0.0％）増加して

いる。 

 固定資産は、総額では 227 万 9 千円の増とほぼ横ばいであったが、内訳として建物

が 6,718 万 8千円の減、器械及び備品が 8,508 万 9 千円の減、建設仮勘定が 1億 4,508

万 7千円の増となった。建設仮勘定については、弥栄病院の改築工事に先立って実施

した弥栄庁舎等の解体工事及び弥栄病院改築工事基本設計業務等による増加である。 

 

流動資産である個人が窓口で支払うべき診療費の未収金の状況は、次のとおりであ

る。 

平成 28年 3月 31 日現在                             （単位：千円） 

区 分 
平成 27 年度 平成 26 年度 

 弥栄病院 久美浜病院  弥栄病院 久美浜病院 

未 収 金 64,704 44,476 20,228 63,148  44,100  19,048  

不納欠損 621 501 120 638  609  29  

 
債権放棄 267 194 73 607  578  29  

債権消滅 354 307 47 31  31  0  

未収金の総額は 6,470 万 4 千円で、前年度に比べて 155 万 6 千円（弥栄病院は 37

万 6千円、久美浜病院は 118 万円の増）増加している。平成 28年 5 月 31 日現在の未
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収金の総額は 5,147 万 2 千円で、前年度に比べて 56 万円（弥栄病院は 10万 5千円の

減、久美浜病院は 66 万 5 千円の増）増加している。経営の健全化を推し進める観点

からも、診療費の滞納整理については引き続き積極的な対応を求めるものである。 

負債の総額は55億1,774万1千円で、前年度に比べて1億7,798万1千円（△3.1％）

減少している。固定負債の減少は、企業債 4,194 万 8 千円の減少によるものであり、

流動負債の減少は、一時借入金 2,000 万円、引当金 463 万 2 千円の増加、企業債 1億

2,233 万円の減少などによるものである。 

資本の総額は 5億 7,163 万円で、前年度に比べて 1億 7,965 万 1千円（45.8％）増

加している。 

 

企業債の状況は次のとおりである。 

（決算書 P35,P51,P68,P78 参照）                      （単位：千円） 

区 分 
平成 26 年度 平成 27 年度 平成 27 年度 平成 27 年度 

支払利息 末残高 発行額 償還額 末残高 

弥栄病院 1,570,427 260,300 313,807 1,516,920 19,492 

久美浜病院 2,231,705 141,800 252,572 2,120,933 49,034 

合 計 3,802,132 402,100 566,379 3,637,853 68,526 

企業債残高は、36億3,785万3千円で、前年度に比べて1億6,427万9千円（△4.3％）

減少している。医療機器等購入、施設整備及び弥栄病院改築整備工事のために両病院

で 4億 210 万円を新たに借り入れているが、償還額がそれを上回ったことによるもの

である。 

病院別の状況について見ると、弥栄病院では、企業債残高は 15 億 1,692 万円で、

前年度に比べて 5,350 万 7 千円（△3.4％）減少している。企業債利息は 1,949 万 2

千円で、医業収益 34億 2,665 万 1千円に占める割合は 0.6％（前年度 0.6％）と横ば

いである。 

次に、久美浜病院では、企業債残高は 21 億 2,093 万 3 千円で、前年度に比べて 1

億 1,077 万 2 千円（△5.0％）減少している。企業債利息は 4,903 万 4 千円で、医業

収益 21億 3,837 万 2千円に占める割合は 2.3％（前年度 2.6％）と減少している。 

 

(5) むすび 

平成 27 年度は、平成 26 年度に導入された新会計基準を踏まえて、平成 26 年 9 月

に策定した市立病院経営計画（平成 26年度～平成 27年度）のもと、経営改善に取組

み、市民にとって身近で信頼できる医療機関として、複雑多様化する医療ニーズに応

え質の高い医療を提供し、地域医療に貢献できる市民病院を目指し病院運営を行った

一年であった。 

両病院の医療体制について、弥栄病院では循環器内科専門医である副院長が院長に
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就任し、新たな体制でのスタートとなった。久美浜病院で外科医師が平成 26 年度よ

り 2人から 1人体制となっていることや、弥栄病院でも常勤外科医師が不在の状況が

続いており救急患者の受け入れ態勢が不十分な状況であったが、京都府立医科大学附

属北部医療センターの協力により、久美浜病院への外科医の週 5日派遣を受けること

ができたことや、久美浜病院で麻酔科医師 1名の常勤化が実現できたことは評価でき

る。 

また、京都市内の 2 病院から研修医として 22 人、神戸市立医療センター中央市民

病院から 10 人を受け入れ、将来の地域医療を担う人材の育成に取り組まれた結果、

医療体制の補完と常勤医師の負担軽減が図られたことについても、両病院の日々の努

力の結果と評価する。 

さらに、弥栄病院における新たな取組みとして、京都府立医科大学との共同研究講

座「長寿・地域疫学講座」を設置され、弥栄病院内にはその分室を設置された。この

講座は、長寿者の多い京丹後市域において宿主要因と生活習慣を含む環境要因の相互

作用を含めた健康・長寿要因を解明するとともに、その研究成果を地域社会に還元す

ることを目的とされており、京丹後市における健康長寿施策の一層の推進が期待され

る。 

 経常収支については、前年度に引き続き2年連続の黒字となった。病院別に見ると、

弥栄病院では外来収入、入院収入ともに増加し前年度に続き黒字となり、久美浜病院

では入院収入、外来収入ともに増加しているが、給与費、研究研修費等が増加し、昨

年度より減少したものの、赤字となった。収益の増加には入院収益を増やすことが必

要であり、そのためには常勤医師の拡充が必要不可欠で、更なる医師の招へいの取組

みが必要である。 

 また、平成 20 年度に多額の不良債務等を長期債務に振り替えた公立病院特例債に

ついては、平成 27 年度末で償還が終了した。しかし、医療設備の更新や医療技術の

進歩に伴う新たな設備投資などが必要になることから、一般会計からの支援を継続す

る必要がある。 

 次に、診療費の未収金について、昨年度は減少したものの今年度は 155 万 6 千円増

加し、両病院合計で 6,470 万 4千円となっている。未収金については、現年分の新た

な未収金が発生しないよう窓口での啓発や個別対応に努めるとともに、今後も定期的

に未納者宅へ訪問し直接徴収を行うなど未収金を減らすよう努め、負担の公平性の観

点からも関係部局と連携した計画的な取組みを強化し、未収金発生の防止と解消に向

け、引き続き努力されたい。 

病院経営について、厳しい経営状況を踏まえ危機感をもって改善への取組みが必要

であり、平成 27 年度までの 2 年間の計画である京丹後市立病院経営計画に基づき経

営改善を実施されたが、さらに今後も努力されたい。市の人口が年々減少の一途をた

どるなか、市の財政についても平成 27 年度から普通交付税などの合併特例措置の逓

減が始まり、より厳しさが増す状況であり、ここ数年横ばいである一般会計からの繰



- 17 - 

入額について、縮減されることも視野に入れていく必要がある。市立診療所も含めた

市全体の医療体制について、将来にわたり、地域医療、救急医療、産科・小児科医療、

在宅医療、リハビリ等の公的医療施設としての役割が十二分に果たせるよう、経営改

善への具体的なプランを持ち、持続可能な経営が必要である。また、病院施設の整備

についても、長期的な展望に立ち経営計画とリンクした計画とするとともに、合併前

からの課題である病院用地の借地問題について、その借地については病院施設の地上

権が設定されているものの、市有地にすべきであり解決するよう努められたい。 

 今後とも、病院事業の全部門、全職員が経営感覚を常に念頭に置き、院内あげて患

者サービスの向上と経費節減に努め、市民の命と健康を守るため、地域に密着した確

かな医療サービスの提供に総力を挙げて取組み、公共福祉の増進に寄与されることを

望むものである。 

 












































